
     

JAPN HERITAGE 
郡山市報道資料 

プレスリリースサイト 

SSDDGGss 未未来来都都市市ここおおりりややまま 世世界界かかんんががいい施施設設遺遺産産 https://www.city.koriyama.lg.jp/shiseijoho/koho_kocho/10/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災家屋等の公費による解体、撤去について、お知らせいたします。 

 

  令和３年２月 13 日福島県沖地震により被災した家屋、事業所等の解体、撤去について、生活環境

の保全と市民生活の安全・安心の確保を図るため、所有者からの申込みに基づき、市の事業として

実施します。 

 

受   付 

  １ 期 間  4 月 1 日（木）～６月 30 日（水） 午前８時 30 分 ～ 午後５時 15 分  

          ※土日祝祭日を除く 

２ 場 所  ３Ｒ推進課（市役所本庁舎 1 階） 

         

 対   象 

1 り災証明書の判定結果が「全壊」「大規模半壊」「中規模半壊」「半壊」の判定を受けた、個人所

有の家屋、中小企業の所有建物、これらと一体となって解体、撤去する工作物 

２ 既に「自費」により解体、撤去を行った家屋、事業所等で、市が必要と認めたものの費用の補

助（限度額あり） 

   ※り災証明書の判定が「半壊」以上であっても、建物の一部解体、リフォームにより発生した廃

棄物の撤去は対象となりません。 

 

  解 体 方 法 

１ 公費解体について 

     被災家屋等の所有者に代わって、市が費用を負担して家屋等の解体、撤去を行います。 

２ 自費解体について 

  既に被災家屋等の所有者が、解体・撤去を行った場合、又はそのための契約を締結している場

合、市が事後的に費用の償還を行います。（※ ただし、全額償還とならない場合があります。） 

 

  必要書類等  別紙チラシのとおり 

 ※ 申請書等は市ウェブサイトに掲載するほか、３Ｒ推進課窓口で配布します。 

 

  そ の 他 

解体・撤去を検討されている方は、3Ｒ推進課（９２４－２１８１）まで御相談ください。 

令和３年２月 13 日福島県沖地震関連 

 

被災家屋等の解体、撤去について 
ターゲット 12．5 ターゲット 13．1 

令和 3 年 3 月 2９日 

郡山市生活環境部 

3R 推進課 

担当：安藤 憲世 

TEL：924－2181 

SDGｓ ターゲット 12.5「廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する」 

13.1「気候関連災害や、自然災害に対する強靭化（レジリエンス）及び適応の能力を強化する」 

https://www.city.koriyama.lg.jp/shiseijoho/koho_kocho/10/index.html


1 期　間 ４月１日（木）～６月３０日（水）
午前８時30分　～　午後５時15分
　※土日祝祭日を除く

2 場　所 ３Ｒ推進課（市役所本庁舎１階）

②　卸売業 １億円以下 100人以下

業　　種

中小企業者
（下記のいずれかを満たすこと。）

資本金の額または
出資の総額

常時使用する
従業員の数

5,000万円以下 50人以下

第２版
2021.3月

【３Ｒ推進課】

令和３年福島県沖を震源とする地震に伴う被災家屋等の
解体撤去等のお知らせ

　令和３年福島県沖を震源とする地震により被災した家屋等について、生活環境の保全上の
支障を除去し、もって二次災害の防止及び被災者の生活再建支援を図ることを目的として、
郡山市が解体及び撤去等の事業を実施いたします。

対象となる被災家屋等

　令和３年福島県沖を震源とする地震により被災した家屋等（個人住宅、分譲・賃貸マン
ション及び事業所等）で、次の①～③の要件をすべて満たすものが対象となります。

　①　り災証明書で「全壊」、「大規模半壊」、「中規模半壊」、「半壊」と判定さ
　　れた被災家屋等（地上部分の解体と一体的に工事が行われるものを含む。）

　②　個人又は中小企業者（中小企業基本法第２条に規定する中小企業者（中小企業
　　基本法第２条に規定する中小企業並みの公益法人等を含む。以下「中小企業者」
　　という。）が所有するもの。

　③　市が解体撤去の必要があると判断した被災家屋等であって、災害廃棄物として
　　処理することが適当と認められるもの。

【中小企業者】

　中小企業基本法第２条に規定する中小企業者の範囲は、原則として次のとおりです。
（別業種に属する複数の事業を持つ場合は「主たる事業」に該当する業種で判断されます。）

①　製造業、建設業、運輸業
　　その他の業種（②～④を除く）

３億円以下 300人以下

受　　　　　付

③　サービス業 5,000万円以下 100人以下

④　小売業

※　中小企業基本法の中小企業者の範囲は、個別の中小企業施策における基本的な政策対象の範囲を定めた原則
　であり、各法律や支援制度における中小企業者の定義とな異なることがあります。

※　詳細については、中小企業庁ウェブサイト（https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq01.teigi.htm)等
　を参照ください。



　　 被災家屋等の所有者に代わって、市が費用を負担して家屋等の解体、撤去を行います。

　　 既に被災家屋等の所有者が、解体・撤去を行った場合、又はそのための契約を締結し
　 ている場合、市が事後的に費用の償還を行います。
　　（※ ただし、全額償還とならない場合があります。）
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お問い合わせ電話番号：０２４－９２４－２１８１（３Ｒ推進課(直通)）

　・中小企業基本法第２条に規定する中小企業者に該当しない企業（大企業）等が所有
　　するもの。
　・被災家屋等の解体撤去に当たらない整地や客土。
　・門扉、塀、立木（損壊が著しく、解体が必要と市が判断したものを除く。）
　・擁壁（倒壊し、隣地に倒れているようなもので、解体が必要と市が判断したものを
　　除く）

必　要　書　類

既に解体、撤去を実施した方

共通（解体、撤去を予定している方、既に解体、撤去を実施した方）

申請書

　※申請書等は市ウェブサイトに掲載するほか、３Ｒ推進課窓口で配布します。

建物配置図

誓約書

登記事項（建物）全部事項証明書

　※これら必ず必要となる書類のほか、それぞれ個別の事情に応じて追加する場合がございます。

振込先口座の通帳等の写し

1　公費解体について

内訳書

領収書（申請者名義）の写し

解体証明書の写し

産業廃棄物管理票（マニフェスト）Ｅ票の写し

印鑑（登録）証明書

解体前の様子がわかる写真

解体前・中・後の様子がわかる写真

契約書（申請者名義）の写し

り災証明書の写し

建物（登記）図面

解　体　方　法

2　自費解体について

対象とならない被災家屋等

　令和３年福島県沖を震源とする地震により被災した家屋等であっても、次のようなものは
原則として解体撤去等の対象となりません。

　・被災家屋等の一部解体（リフォームを含む）。
　・災害によるものであるかどうか写真や周囲の状況からみて判断できないもの。


